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地方公共団体における長期計画等
●地方公共団体における長期総合計画や長期ビジョン、まちづくり計
画などの策定に、男女、年齢、産業、労働力状態・産業・従業上の地
位別の人口等が基礎資料として利用されています。

行政上の計画の策定1

地方における少子・高齢化対策
●都道府県ごとの少子化対策計画（子育て支援プラン）、青少年健全育
成や高齢者対策推進計画、高齢者住宅整備計画の策定に都道府県別
の男女・年齢・配偶関係別人口（高齢者の人口、高齢者の都道府県人口
に占める割合、女性の未婚率）や世帯人員、世帯の家族類型別世帯数
（核家族率や３世代同居率）等が基礎資料として利用されています。

医療・福祉
●都道府県の保健医療福祉計画、健康づくり指針、高齢者保健福祉
計画、介護保険事業支援計画等の策定の基礎資料として年齢別、
就業の状態別人口や世帯の種類、世帯の家族類型、親子の同居
（非同居）別世帯数が利用されています。

少子・高齢化対策、医療・福祉2

地方公共団体における住宅建設計画
●地方公共団体における住生活基本計画、住宅マスタープラン、公営
住宅整備計画策定の基礎資料として住宅の種類・住宅の所有関係、
住宅の床面積、住宅の建て方別の世帯数等が利用されています。

都市、交通
●都市計画策定の基礎資料として都市計画区域内の人口や世帯数
（その増減の推移）が利用されています。
●地域の都市交通計画、生活交通ビジョンや道路整備計画、空港の
利活用や新幹線の開業に伴う並行在来線の需要予測、港湾計画策
定等の基礎資料として常住地又は従業地、通学地による人口や利
用交通手段別の人口が利用されています。

その他
●都道府県における男女共同参画計画策定や市町村合併を検討する
際の基礎資料に利用されています。
●「人口○○人当たりの△△率（数）」（例：人口10万人当たりの病院
の数）といった指標に利用されています。

くらし、生活全般5

地域の防災計画
●地域防災計画、災害応急物資備蓄計画、土砂災害防止、急傾斜地
崩落対策、雪対策、河川対策等の防災に関する計画の策定の対象
となる地域の人口や世帯数が利用されています。

被害予測
●大規模な地震の発生が想定される地域の自治体が策定する被害予
測の基礎資料として人口や世帯数が利用されています。

防災関連4

過疎地域等への対策
●過疎地域、中山間地域、山村、離島などの特定地域の整備・振興を
目指す計画策定の基礎資料や過疎地域・中山間地域に指定するた
めの要件として市町村別の人口、年齢別人口、産業別人口や世帯
数等が利用されています。

産業振興
●地方自治体の産業全般及び農業、水産業、林業・木材産業、畜産
業、中小小売業、観光業、卸売市場整備等の特定の産業の振興計
画の策定や企業誘致プレゼンテーションの基礎資料として労働力
状態、産業・職業別人口等が利用されています。

雇用対策
●都道府県における職業能力開発計画、求職活動援助計画、就労支
援対策等の雇用対策を策定する際の基礎資料として就業の状態、
産業・職業別、従業上の地位別人口等が利用されています。

地域・産業の振興と雇用対策3

5 地方公共団体における利用

住生活基本計画（地域計画）等
●住生活基本計画の地域計画策定や住宅マスター
プラン策定の基礎資料として利用されています。
●高齢社会におけるバリアフリー推進の基礎資料と
して利用されています。
●耐震改修工事の促進計画及び助成制度の検討の
基礎資料として利用されています。
●公営住宅の供給目標量を算出するための基礎資
料として利用されています。

4 地方公共団体における利用

民間企業の経営計画
●商圏分析に基づく出店計画の策定等、マーケティングの基礎資料とし
て利用されています。

将来人口、世帯数の推計
●厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所は国勢調査の結果を利
用して将来人口の推計と世帯数の将来推計を行っています。将来人
口の推計には男女年齢各歳別人口、世帯数の将来推計には世帯主の
男女･年齢５歳階級･家族類型別一般世帯数等が利用されています。

完全生命表の作成
●平均余命等を算出するための完全生命表の作成に年齢別人口が用
いられています。

6 民間企業や学術研究等による利用

標本調査の調査区フレーム
●総務省の労働力調査や家計調査を始め、消費動向調査（内閣府）、
国民生活基礎調査（厚生労働省）等の各府省の統計調査の調査区
フレームに利用されています。

標本設計
●標本調査の調査客体を決定する際、国勢調査の結果を用いて標本
設計が行われています。

他の統計で推計をする際のベンチマーク（指標）
●標本調査で調査結果を推計する際のベンチマーク（指標）に利用さ
れています。

7 他の統計への利用

29.6%
●65歳以上人口の割合が最も高いのは秋田県（平成22年国勢調査結果）

61.5%
●持ち家世帯率の全国平均。最も高いのは富山県の79.2％
（平成25年住宅・土地統計調査結果）

周期

5年

　国民の豊かな住生活の実現を図るため、住宅性能
水準や居住環境水準等についての指標を策定する
ための基礎資料として利用されています。

住生活基本計画（全国計画）
●住生活基本計画（平成23年3月閣議決定）の全国計
画において、安全・安心で豊かな住生活を支える生
活環境の構築、住宅の適正な管理及び再生、多様な
居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整
備、住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安
定の確保に関する目標設定や当該住政策等の計画
的推進のための基礎資料として利用されました。

住生活基本計画1

産業構造審議会
●住環境の改善・魅力ある都市の構築が牽引する経
済成長、住宅に対する潜在需要（住宅の建築時期
別割合）に関する審議の基礎資料として利用され
ています。

税制調査会
●住宅・土地税制に関する審議の基礎資料として利
用されています。

土地利用計画等への利用
●国や地方公共団体の土地利用計画、総合開発計
画、大都市圏に関する整備計画、住宅マスタープ
ラン、公営住宅建設計画、住宅・宅地融資計画など
の企画・立案のための基礎資料や国土交通省地方
整備局による地域ごとの住宅事情の現状の分析や
住宅政策のビジョンを策定する際の基礎資料とし
て利用されています。

審議会等3

1 行政上の施策への利用

●民間支出における家賃の推計に、調査結果から得
られる総床面積と家賃単価が利用されています。

2 国民経済計算の
推計への利用

3 最近の白書等における
分析での利用

空き家等対策の推進に関する
特別措置法

2

●この法律を実施するために定められた、空き家等
に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた
めの基本的な指針において、空き家等の現状を示
すデータとして、全国の総住宅数、総世帯数、空き
家数等のデータが利用されました。

国土交通白書1

●既存住宅流通シェアの分析（推移、国際比較）
●都道府県別の空き家と人口増減率、高齢化率の関
係性の分析

土地白書2

●地価・土地取引等の動向

経済財政白書3

●着工統計の基調的な動きとのかいりに関する分析

首都圏白書4

●住宅及び住環境の整備に係る住宅の築年別分布
状況

厚生労働白書5

●地方移住の促進に係る都道府県別持ち家住宅率
と1人当たり居住室の畳数の分析

5 民間企業や学術研究機関
等による利用

●耐震や防災の観点から見た住宅や都市計画づくり
の研究
●住宅市場の構造に関する研究
●ソーラーシステムの導入、高気密化・高断熱化など
を図った省エネ住宅の研究
●空き家の今後の動向や住環境との相関関係に関
する研究

けん


